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組合員数については、平成２３年度を底に、特定消防組合員及び再任用職員の増

により緩やかに増加しています。

　「地方公務員等共済組合法第１１２条第３項に規定する地方公務員共済組合が行う

健康の保持増進のために必要な事業に関する指針（平成１６年８月２日総務省告示第

６４１号）｣に則り、ここに平成２７年度から平成２９年度までの間における「神奈

川県市町村職員共済組合短期給付財政安定化計画〔データヘルス計画：第１期〕」を

定める。

（１）短期給付財政

① 組合員数・被扶養者数及び平均給料月額の推移

神奈川県市町村職員共済組合短期給付財政安定化計画

〔データヘルス計画：第１期〕

１－１ 組合の現状

　本組合の短期給付財政は、組合員数及び標準給与（標準報酬）総額の減少に伴

う掛金・負担金収入の減少、医療費や高齢者医療制度に係る拠出金負担の増加を

見込み、安定的な財政運営を行うため、平成２６年度においては、短期財源率を

２‰引上げ９０‰といたしました。その結果、組合員の掛金及び事業主である地

方公共団体の負担金の負担が高い水準になっています。

22年度 23年度 24年度 25年度
26年度

(見込)

組合員数 31,442 31,213 31,267 31,316 31,438

被扶養者数 34,497 33,917 33,390 32,978 32,426

平均給料月額 333,830 330,846 327,482 315,948 323,250
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② 組合員・被扶養者の年齢構成の推移

　組合員の年齢構成では、生活習慣病が多い４０歳代から５０歳代が全体の半数

以上を占め、被扶養者では２０歳未満の若年層が半数以上を占めています。

　また、再任用職員の増に伴う６０歳代が増加傾向にあります。
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(単位:千円、％)

39,163

1,046,200

270,339

8,669,606

8,317,953

金額

941,225

100.00

0.10

0.21

5.57

1.44

46.17

46.51

26年度見込(90‰)

100.00

0.05

0.21

5.26

1.81

46.22

46.46 8,732,267

金額

合 計

そ の 他

調 整 負 担 金

高額等連合会交付金

任 意 継 続 掛 金

掛 金

負 担 金

割合割合
区 分

25年度(88‰)

③ 平成２５年度の決算と平成２６年度の予算（決算見込）

・収入における経年比較

17,902,850

8,257

38,121

323,197

8,274,097

18,775,882

18,307

負担金掛金

高額等連合

会交付金

任意継続

掛金

調整負担金

その他

負担金掛金

高額等連合

会交付金

任意継続

掛金

調整負担金

その他

平成25年度
収入総額
17,902,850千円

平成26年度
収入総額
18,775,882千円
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(単位：千円)

保 健 給 付

退職者給付拠出金
老 人 保 健 拠 出 金
後期高齢者支援金
前期高齢者納付金

・剰余金の状況

3,222,687
168,398

2,741,208
1,902,587
838,621

26年度見込

2,196,097

休 業 給 付

727,0654.94

1,367,542
828,555

25年度

合 計

欠損金補てん積立金
区 分

短 期 積 立 金

2,545
895,278

8,010
1,007,919

0.01

区 分

166,359

25年度

5.10

・支出における経年比較

100.00
0.35
5.13
1.42

8,174,624
26年度見込

0.91
0.04
5.54
44.93

3.79
1.42

4.00
0.00
19.23
18.453,356,289

99
3,499,804

0.96

867,541
106

3,481,285

18,195,513
63,787
933,097
258,460

100.00
0.11

249,440

(単位:千円、％)

7,973,131

連 合 会 払 込 金
連 合 会 拠 出 金
そ の 他

45.44

0.00
19.84
18.37

　平成２６年度の収支については、給与改定による給与総額の増加に伴い、掛金･

負担金収入が増加したこと、また高齢者医療制度に対する拠出金等の増加割合が

減少したことにより、収支は改善傾向にあり、欠損金補てん積立金を含めた年度

末における剰余金は、当初予算を８億円ほど上回る約２７億４，１００万円とな

る見込みです。

（２）短期給付財政安定化計画の実施体制

　短期給付の財政安定化に資するため、組合事務局において医療費の増嵩対策に

関する調査研究を行い、神奈川県市町村職員共済組合データヘルス計画検討委員

会を設置する等、所要の対策を講じていくものです。

合 計

災 害 給 付
附 加 給 付
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その他
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平成25年度
支出総額
17,544,839千円

平成26年度
支出総額見込
18,195,513千円
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１－２ 保健事業の実施状況

（１）総括

　本組合の保健事業は、保健関係、保養関係、体育関係、講習会関係、広報関

係と特定健診等で構成されております。

　内訳（特定健診等を除く）は、総合健康診断（人間ドック）補助金をはじめ

とする保健関係が７１％、各種利用助成金の保養関係が２７％となり、各種事

業については、状況を勘案しながら実施しております。

　平成２６年度事業内容の主な変更は、特定健診受診率及び特定保健指導実施

率が実施計画に定めた目標率に達していないことから、特定健診に関連したも

のを中心に行っております。

　特に受診率の低い被扶養者を促すため、各種補助金の補助額引上げ、人間ド

ック等検査項目のホームページへの掲載、受検期間短縮等により受検意欲の向

上や受検促進を目標としております。

　特定健診関係以外では、医療費増嵩対策として実施している電話健康相談、

心の相談ネットワークにおいて、携帯電話からの相談通話料を無料にいたしま

した。

実施結果として被扶養者の受検件数は、総合健康診断等ではあまり変化が見ら

れませんが、特定健診の受診状況等については、若干増加している状況となっ

ております。

　また、電話健康相談、心の相談ネットワークは前年比大幅増となっておりま

す。

　単年度だけで判断することが難しい事業もあり、今後推移を見守る必要もあ

りますが、結果に結びつかない様々な要因を検討しながらさらなる事業の向上

に努めてまいります。

（２）各事業の状況

　平成２６年度の事業の状況については、別表のとおりです。

　組合員及び被扶養者を対象に、医療機関受診の前段として、一般疾病及びメ

ンタルヘルスに関する電話相談窓口の設置、さらにメンタルヘルスでは面接カ

ウンセリングの窓口も設置しております。電話健康相談についてはフリーダイ

ヤルによる相談を携帯電話からも可能にするとともに、利用者の利便性向上を

図り、疾病予防、健康管理等を推進して医療費の抑制を図っています。

（３）組合員啓発事業

① 電話健康相談及びメンタルヘルス相談
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⑥ 　レセプト審査における資格審査を厳正に行い、内容審査を民間専門業者に

委託し、審査体制の充実に努めています。

⑦ 　第三者行為及び公務災害の可能性がある主に外傷性の傷病について原因調

査を行い、該当した場合は求償の徹底を図っています。

⑧ 　被扶養者資格要件等については共済ニュース・ホームページにより周知徹

底を図り、被扶養者の認定・喪失事務の適正化に努めています。

③ 　生活習慣病関連、疾病予防など健康啓発に関するリーフレットの配布や共

済ニュースに運動促進、季節に応じた最新の疾病予防情報、短期給付財政の

厳しい状況及び医療費の現状（医療費の全国における状況等）、不要な「ハ

シゴ受診」「コンビニ受診」等の記事を掲載し、メタボリックシンドローム

該当者・予備群の疾病予防・傷病の重症化を抑制し、がん・循環器疾患等の

生活習慣病予防に努め医療費増嵩対策及び掛金を抑えるよう意識の啓蒙を図

っているものです。

④ 　ジェネリック医薬品（後発医薬品）の使用が、自己負担の軽減、医療費全

体の抑制、保険料等の負担軽減につながることへの理解を深める啓蒙活動を

行い、国の平成３０年度における目標値である６０％以上に達するよう「ジ

ェネリック医薬品差額通知」の実施により利用促進に努めています。

⑤ 　医療費通知を年２回発行し、組合員及び被扶養者が医療機関受診の実績を

確認することにより、組合員等の医療費に対する意識を啓発するとともに、

医療機関の過誤・不正請求の防止に取組んでいます。

ア

②  健康保持増進セミナー等・各種会議の開催

イ

ウ

組合員とその家族を対象に健康増進セミナー、健康ライフプランセミナー

を開催し、健康を保持・増進するため日常生活における健康への意識を啓

発しているものです。

保健衛生講習会は、組合員の職場又は家庭等日常生活における保健衛生の

普及を目的に実施しています。

共済事務担当者会議・研修会を開催し、特定健康診査等の重要性を認識し

ていただくとともに、疾病傾向の「地域別」「所属所別」「疾病分類別」

「年齢別」等の統計資料を活用し、疾病予防対策等の必要性の啓発を図っ

ています。
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　人間ドック・脳ドック・婦人科検診・家族健康診断については、検診機関ご

との検査項目をホームページに掲載することにより、受検意欲の向上、受診促

進を図り、疾病の早期発見・早期治療に対応しているものです。

　また、健診データの事業主（所属所）への配布を検討するとともに、将来的

にはデータ分析につなげ、医療費増嵩対策に資する取組みに努めるものです。

　特定健康診査・特定保健指導については、平成２６年度における目標値であ

る特定健診７５％・保健指導２５％に達するよう、所属所及び医療機関との契

約を交わし、事業主健診のデータ不備等の解消及び被扶養者の健診済みデータ

の取り扱いについての周知を図っております。

　また、特定保健指導の実施率向上については、民間業者と契約し、指導を受

けやすい環境づくりに取組んでおりますが、さらに受診勧奨に努めるとともに

共済ニュースへの特定健康診査・保健指導に係る受診勧奨記事の掲載を行い、

国の平成２９年度における目標値である特定健診９０％・保健指導４０％に達

するよう受診率向上と生活習慣病の予防対策に努めます。

所属所との協力体制

① 特定健診等の受診促進

② 人間ドック等の受診促進

（４）
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１－３ 特定健診・特定保健指導の実施状況等

（１）特定健康診査の受診状況
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9897
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対象者数

②
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全　　 体
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特定健診受診率の推移
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　組合員の受診状況は、平成２３年度にデータの不備等により受診率が減少しま

したが、担当者への事業主健診のデータ取扱いについて周知を図ったことにより

平成２５年度には９０％近くに達しています。

　一方、被扶養者については、平成２０年度からあまり変化が見られず、低水準

で推移しています。

区分 25年度 26年度
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被扶養者 32.2 33.4 34.4 33.0 34.6 34.9

全体 67.7 67.4 67.5 60.2 61.7 71.6

25

50

75

100
％

8



年　　度

① 組合員及び被扶養者（任継含む）

特定保健指導（全体）実施率の推移

（任継含む）組合員組合員組合員
被扶養者 被扶養者 被扶養者

21年度

20年度

・動機付け支援実施率の推移

25年度

24年度

23年度

22年度

9.2

3.7

対象者数 終了者数 実施率

（任継含む） （任継含む）

5.8

3.7

6.5

5.33.8

293

323

336

5.0

4.7

5.6

132

174 16

112,823

2,885

3,414

246 51

139

131

299

（２）

③ 指導別

3,688

3,625

275

特定保健指導の実施状況

17

31

1.4

143 19

3.8

3,129

②

（単位：人：人：％）

9

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

組 合 員 1.4 3.8 3.8 5.0 4.7 5.6

被扶養者 3.7 9.2 5.3 6.5 3.7 5.8

全 体 1.5 4.2 4.0 5.1 4.6 5.6

0.0

2.5

5.0

7.5

10.0
％

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

組 合 員 4.9 5.8 6.2 8.6 6.4 7.5

被扶養者 5.9 7.6 7.3 6.7 5.3 7.4

全 体 5.1 6.1 6.3 8.3 6.2 7.5

4.5

6.0

7.5

9.0
％

9



35 40

　特定保健指導の実施については、実施率の向上を図るため、平成２４年度末に

民間業者と契約し、指導を受けやすい環境作りを行いました。

　しかし、特定健康診査等実施計画第２期（平成２５年～平成２９年）の目標値

と大きく乖離しており、所属所との連携を密にし、更なる実施率向上に向けた施

策が必要と考えます。

全 体 20 25 30

23年度 24年度
40 45

区 分 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

25 30 35
区 分 20年度 21年度 22年度
全 体

・積極的支援実施率の推移

＊参考　第１期の特定保健指導計画目標値

＊参考　第２期の特定保健指導計画目標値

（単位：％）

（単位：％）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

組合員 0.0 2.8 2.5 2.8 3.7 4.4

被扶養者 0.0 11.6 2.7 6.1 1.6 3.0

全体 0.0 3.2 2.5 3.0 3.6 4.3

0.0

4.0

8.0

12.0
％

10



　被扶養者については、ほぼ横ばいの状況ですが、組合員については、積極的支

援該当者の割合が順調に減少してきており、動機付け支援も含めた保健指導対象

者が減少傾向にあります。

（３）特定保健指導の対象者の推移

支援完了者 支援完了割合

21年度

積極的支援 24 3 21 100%

22年度 23年度 24年度 25年度

（４）委託先における特定保健指導の達成状況（平成２４年度特定保健指導結果より）

割合

5.4

4.4

1,356

1,232

2,182 1,815

人数人数

5.8

3.7

13.8

動機付け支援 12 1 11

3.6

7.2

7.0

15.9

5.9 5.9

1,930

178

115

7.7

11.9

100%

委託業者における特定保健指導の実施については、平成２４年度末に導入したた

め、件数についてはあまり多くありません。

　今後も所属所と協力・連携し、委託業者の積極的利用に向けた取り組みを行っ

ていきます。

区　　分 初回面談実施者 脱落者

（任継含む）

被扶養者

組合員

1,186 7.4

13.5

18.2

4.1

7.7

15.5

（単位：人：％）

動機付け

積極的

動機付け

積極的

動機付け

積極的

7.7

12.7

1,248

5.7

11.9 2,048

176

99

1,180

1,409

2,328

177

146

1,949

1,209

1,913

171

128

1,038

2,606

1,418

2,685

153

2,468

1,220

138

198

割合

93

1,033

2,592

20年度

人数

1,785

4.2

割合 割合

13.7

8.0

人数 人数 人数割合

8.2

14.4

割合

1,070

区　　　　分

全　　体
7.5

12.4

7.5

3.3

5.9

11.0

7.3

8.1

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

組合員

積極的割合
組合員

動機付け割合
被扶養者

積極的割合
被扶養者

動機付け割合
全体

積極的割合
全体

動機付け割合

11



（５）

　平成２５年度の特定健康診査受診者（組合員のみ）のうち、血圧・脂質・血糖

の数値が受診勧奨値に該当する者の割合となっています。

　メタボリックシンドローム予備軍の割合は、組合員、被扶養者ともにほぼ横ば

いの状況ですが、メタボリックシンドロームの割合は組合員が減少傾向、被扶養

者が増加傾向にあります。

組合員受診勧奨該当者（男女別）

メタボリックシンドローム該当者の推移

（６）

20年 21年 22年 23年 24年 25年

組合員 メタボ該当割合 15.9 15.4 15 14.9 14.3 14.2

組合員 予備群割合 12.5 13.9 13.3 14 12.7 12.1

被扶養者 メタボ該当割合 4.7 6.2 6.4 7.2 6.5 7.3

被扶養者 予備群割合 4.5 5.5 5.8 5.3 5.6 5.3

3

8

13

18
％

血圧 脂質 血糖

男 15.5 6.6 6.3

女 5.5 0.6 2.2

0

6

12

18
％

12



　診療科目別では歯科にかかる医療費が高い状態が数年前から続いており、加え

て、組合員の入院にかかる医療費が急増したことが医療費全体を押し上げる要因

となっています。

50.55

17,544,839

933,868

867,541

18.45

3,481,285

（２）医療費の状況

4.95

5.32

100.00

老 人 保 健 拠 出 金 106 0.01 99

6.90

3.99

19.23

18,195,513

3,222,687

168,398

18.37

割合金額

25年度

割合

（単位：千円、％）

19.84

0.96

8,870,954

１－４

（１）

医療費の分析（原因分析）

前期高齢 者納付金

附 加 給 付

法 定 給 付

支出の基本的構造

区分
26年度見込

金額

1,255,344

727,065

3,499,804

0.91

合 計

そ の 他

後 期 高齢 者支 援金

退 職 者給 付拠出金

0.01

100.00

全国・関東の市町村共済との医療費の比較

　平成２６年５月診療分の医療費を基に、診療科目別に全国及び関東地区の市町

村共済組合の平均値と比較しました。

50.51

3,356,289

166,359

9,190,553

組合員

入 院

被扶養者

入 院

組合員

外 来

被扶養者

外 来

組合員

歯 科

被扶養者

歯 科

当組合 3,176円 2,649円 4,945円 4,962円 1,557円 1,234円

関東平均 2,763円 2,920円 5,208円 5,234円 1,470円 1,266円

全国平均 2,936円 3,307円 5,173円 5,246円 1,438円 1,206円

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000
円 組合員１人当たりの医療費
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　全体的に全国・関東地区より低い水準となっており、被扶養者においては、

前年度と比較しても減少傾向となっています。

　組合員の１件当たりの日数では全国・関東地区と比べ大きな差はありません

が、金額では１件当たり、１日当たりともに高い状況にあります。

外来

入院

494,533

426,671

448,051

414,373

433,833

405,873
400,000

450,000

500,000

組合員 被扶養者

円 1件当たりの金額

0.63
0.600.60

0.690.66

0.80

0.40

0.65

0.90

組合員 被扶養者

％ 受診率

9.01
9.33

8.78

9.65

9.11

9.87

8.00

9.00

10.00

組合員 被扶養者

日 1件当たりの日数

54,858

45,715

51,046

42,949

47,622

41,125

40,000

50,000

60,000

組合員 被扶養者

円 1日当たりの金額

36.01

40.50

37.08

41.49

36.92

41.48

35.00

40.00

45.00

組合員 被扶養者

％ 受診率

1.41

1.45

1.41

1.47

1.39

1.49

1.20

1.30

1.40

1.50

組合員 被扶養者

日 1件当たりの日数

10,509

8,994

10,771

9,266

10,833

9,342

8,000

9,000

10,000

11,000

組合員 被扶養者

円 1件当たりの金額

7,434

6,199

7,646

6,298

7,819

6,286

6,000

7,000

8,000

組合員 被扶養者

円 1日当たりの金額

当組合 関東平均 全国平均
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歯科

薬剤

　薬剤に対する費用では、組合員の医療費が全国平均に比して、３３７円高額

となっており、医療費増嵩の一因となっています。

　組合員、被扶養者ともに医療費の高い傾向が続いていますが、特に組合員の

医療費が高額となっているのが特徴です。

12.66

12.07

12.85 12.57

12.10

11.74

11.00

12.00

13.00

組合員 被扶養者

％ 受診率 1.89

1.68

1.85

1.65

1.85

1.66

1.60

1.70

1.80

1.90

組合員 被扶養者

日 1件当たりの日数

12,119

10,093

11,292

9,941

11,721

10,135

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

組合員 被扶養者

円 1件当たりの金額
6,397

6,008
6,106 6,015

6,320
6,097

5,000

5,500

6,000

6,500

組合員 被扶養者

円 1日当たりの金額

2,833 

2,378 

2,640 

2,370 

2,496 

2,327 

2,000

2,500

3,000

組合員薬剤 被扶養者薬剤

円
組合員１人当たりの医療費

25.80

29.37

24.42

27.79

23.32

27.07

20

25

30

組合員 被扶養者

％ 受診率

1.19 1.26
1.19

1.28

1.19

1.31

1.00

1.10

1.20

1.30

1.40

組合員 被扶養者

日 1件当たりの日数

9,097

6,488

9,147

6,977

9,160

7,117

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

組合員 被扶養者

円 1件当たりの金額
7,652

5,141

7,714

5,444

7,709

5,444

5,000

6,000

7,000

8,000

組合員 被扶養者

円 1日当たりの金額

当組合 関東平均 全国平均
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・当組合病類別医療費

【循環器系】

【新生物】

・医療費の構成割合

20.45 12.36 7.49 7.84 6.69 6.68 5.90 5.72 5.66 4.57 

20.86 14.27 8.42 7.29 6.50 6.67 5.64 5.17 4.66 4.07 

23.47 

15.25 

6.83 
5.96 

8.06 
6.60 

5.18 
4.05 4.73 

4.37 

0

5

10

15

20

25
％ 平成26年度5月期 【組合員：入院】

全国平均 関東平均 当組合

11,156,150 

1,750,860 
1,359,020 

585,070 565,220 481,630 293,650 61,640 
0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

高血圧

性疾患

虚血性

心疾患

その他

心疾患

その他

循環器

脳梗塞 その他

脳疾患

脳内出血 くも膜

下出血

円 循環器系疾患の医療費【本人：外来】

2,110,780 2,099,950 

1,042,790 

495,900 
346,820 340,580 

160,630 129,520 

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

乳がん 大腸がん 胃がん 白血病 リンパ腫 気管・肺 肝臓がん 子宮がん

円
新生物の医療費【本人：外来】
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・年齢構成別医療費

【循環器系の疾患の比較】

【新生物（乳房）の比較】

20歳

～24歳

25歳

～29歳

30歳

～34歳

35歳

～39歳

40歳

～44歳

45歳

～49歳

50歳

～54歳

55歳

～59歳

60歳

～64歳

全国平均 20,518 12,505 12,219 11,180 10,637 9,836 9,626 10,043 10,685

関東平均 17,074 11,435 11,168 11,581 10,562 9,740 9,516 10,028 10,353

当組合 10,378 8,804 18,613 10,128 11,145 10,100 9,664 8,705 10,395

8,000

12,000

16,000

20,000

円 １件当たり医療費

20歳

～24歳

25歳

～29歳

30歳

～34歳

35歳

～39歳

40歳

～44歳

45歳

～49歳

50歳

～54歳

55歳

～59歳

60歳

～64歳

全国平均 16,334 9,515 9,012 8,782 8,795 8,162 8,093 8,319 8,662

関東平均 12,806 8,548 8,150 8,797 8,577 8,253 8,034 8,454 8,492

当組合 10,378 6,288 13,080 6,792 9,164 8,733 8,416 7,605 8,470

6,000

9,000

12,000

15,000

円 １日当たり医療費

20歳

～24歳

25歳

～29歳

30歳

～34歳

35歳

～39歳

40歳

～44歳

45歳

～49歳

50歳

～54歳

55歳

～59歳

60歳

～64歳

全国平均 7,465 49,221 49,527 52,491 71,950 53,391 55,671 49,129 46,745

関東平均 1,250 8,860 56,265 44,881 60,729 45,480 62,350 44,831 46,005

当組合 0 0 32,887 48,655 29,393 57,980 79,824 45,718 96,528

0

25,000

50,000

75,000

100,000
円 １件当たり医療費

20歳

～24歳

25歳

～29歳

30歳

～34歳

35歳

～39歳

40歳

～44歳

45歳

～49歳

50歳

～54歳

55歳

～59歳

60歳

～64歳

全国平均 7,465 22,970 29,208 33,205 32,312 29,867 32,893 29,212 24,437

関東平均 1,250 8,860 27,162 26,928 32,280 29,214 41,046 29,196 21,041

当組合 0 0 19,732 48,655 24,494 36,896 56,461 30,043 55,159

0

20,000

40,000

60,000
円 １日当たり医療費
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（３）高齢者医療制度への支援金等の推移

① 納付金・支援金等の状況

②

38.76

△ 0.01

△ 1.4738.51

25年度 増減 26年度（見込） 増減

0.00

（単位：‰）

27年度（予算） 増減

2.7141.47△ 0.75

△ 0.01

4.53 0.23 3.72 △ 0.81 2.00 △ 1.72

△0.00 △0.00 0.00

17.89 △ 0.28 18.30 0.41

16.82 △ 2.95 17.15 0.34

86.00 △ 4.00

老 人 保 健 拠 出 金

特 定 保 険 料 率

区   分

短期財源率等

21.18 4.02

18.17 1.25

86.00 0.00

44.90 43.07 48.22

2.0090.000.0088.00

財源率に占める割合

定 款 上 の 財 源 率

後 期 高 齢 者 支 援 金

前 期 高 齢 者 納 付 金

退 職 者 給 付 拠 出 金

3,631,211

3,531,987

3,872,864

3,222,687

3,356,289

2,847,362

3,109,782

3,314,743

3,481,285

3,499,804

148

141

120

106

99

539,757

768,107

841,904

867,541

727,065

0 2,000,000 4,000,000 6,000,000 8,000,000

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

千円

前期高齢

者納付金

後期高齢

者支援金

老人保健

拠出金

退職者給

付拠出金
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平成26年1月～12月の使用状況等 （単位：円、％）

累計削減額

削 減 額

2,359,760 2,732,830 3,136,381 3,536,253

399,872 441,359

3.09削 減 率

ｼﾞｪﾈﾘｯｸ利用率

3.14 3.15 3.18 3.501.83 2.06 2.30 2.70 2.71 3.12 2.46

9.66 9.799.107.65 9.46 8.05 9.377.76 8.94 8.21

457,303

269,734 582,925 984,090 1,353,264 1,717,009

9.12

327,994 314,757 373,070 403,551313,191 401,165 369,174 363,745

１－５ 健康分布図

　健康分布図については、平成２７年６月導入の特定健診等システムの改修によ

り「生活習慣病・健診レベル判定分布」の機能が追加されたが、他の組合と比較

できない状況にあります。他の組合との健康状況の比較を行い、当組合における

健康状況の現状を把握した上で、取組むものです。

１－６ 生活習慣病リスクと医療機関の受診状況等

　１－５健康分布図と同様

１－７ 後発医薬品の使用状況

（１）医療費削減額

　平成２４年１２月通知と平成２５年１２月通知の翌１年間の効果を比較したと

ころ、ほぼ同額の削減効果が得られました。

上記の分析から本組合の支出構造については以下のような特徴が認められます。

【対象差額：１ヶ月の差額　１，０００円以上】

平成２４年１２月通知の効果（２５年１月～１２月削減額）４,４９８,１７０円

平成２５年１２月通知の効果（２６年１月～１２月削減額）４,４３４,９１５円

２

（２）

12月

健康課題の抽出

と高くなっており、１位の新生物と２位の循環器系疾患を合わせると３８.７２％

となっています。

　病類別では、男性が生活習慣に起因する心疾患、脳内出血、大腸の悪性新生物

が多く、女性では乳房の悪性新生物が大半を占めています。(P.１４、１６図表)

4月3月2月

4,434,915

① 保健事業費用は、総合健康診断（人間ドック）補助金をはじめとする予防事業

及び特定健康診査等が大部分を占めています。

　特定健康診査等については、所属所との協力により組合員の受診率が上昇しま

したが、被扶養者は低水準が続いており、併せて特定保健指導についても横ばい

の状況です。(P.８～９図表)

　なお、特定健康診査及び特定保健指導の実施率が目標値を下回っている状況か

ら、受診率の向上が求められています。

② 本人の医療費については、入院が増加傾向にあり、全国・関東地区と比較する

2,045,003

7.26

269,734

8月7月6月5月

3,977,612

11月10月9月26年1月
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（５）後発医薬品の使用促進

　後発医薬品の使用割合を平成２９年度までに1０％以上向上させるよう目指しま

す。

（２）生活習慣病予防対策の充実・強化

（３）生活習慣病の重症化予防

　レセプトデータと特定健診データの突合分析を実施し、健診で「受診勧奨基準

値以上」の異常値を出しているにもかかわらず医療機関に受診していない者を抽

出し、受診勧奨を行うことなど、平成２７年６月導入の特定健診等システムの改

修により得られる分析結果を基に、既存の事業の見直しや効果的な事業を検討し

ます。

（４）歯科健診

　定期的な歯科健診の受診率を３０％以上とし、早期発見・早期治療に努めます。

　保健衛生講習会、健康増進セミナー等の開催内容の充実や、内容の開発を図る

など、日常生活における保健衛生の普及及び健康への意識を啓発します。
　また、生活習慣病関連、健康啓発に関するリーフレットの配布や運動促進記事､

疾病予防情報等を共済ニュースに掲載し、疾病予防・傷病の重症化を抑制し、生

活習慣病予防に努めます。
　なお、組合員の特定健診の徹底を所属所にお願いする中で、血圧、脂質及び血

糖の平均値を、健康日本２１（第二次）の目標値に近づけます。

３ 事業の選定及び目標の設定

　上記の健康課題から、本組合においては、新生物対策、生活習慣病予防対策、

歯科疾患予防対策及び後発医薬品の使用促進について重点的な対策を図ります。

（１）新生物対策

　女性の悪性新生物については、若年層からの受診が多いことから、婦人科検

診・家族健康診断の受検年齢の見直しを行い早期発見に努めます。

④ 歯科、薬剤においては、組合員、被扶養者ともに１人当たりの医療費の高い状

③ 外来の病類別医療費では、当組合でも生活習慣病である循環器系疾患の高血圧

が１位となっています。

態が続いており、重症化してからの受診がうかがえる状況となっています。
(P.１５図表)

　平成２５年度と比較するとこの疾患の医療費は大幅に増加しており、年齢階層
別では全国と比較すると３０歳代からの医療費が突出して高い水準にあります。
(P１６～１７図表)
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（１）保健事業の対策

継続

平成28年度

保健事業の実施計画（平成２７年度～平成２９年度）

平成29年度

実施計画

委託会社へ電
話相談等をする
方法を継続

４

婦人科検診

湯河原温泉
ちとせ
利用助成

健康冊子配布

心の相談
ネットワーク

委託会社へ電
話相談等をする
方法を継続

電話健康相談

歯科健診

家族健康診断

予算（千円）

・WEB相談
・所属所への啓蒙ポスター
の配布
・HPへのバナー貼り付け等

・WEB相談
・所属所への啓蒙ポスター
の配布
・HPへのバナー貼り付け等

・平成27年度新規事業
・対象年齢（30、35、40、45、
50、55、60歳）に達する組合
員が歯科健診事業に登録
した医療機関で歯科健診を
受診する場合にその費用を
補助

共済ニュースに
綴じ込み配布を
継続

利用促進103,040

2,850

同一業者ま
たは他業者
による継続

健診結果の
データ化

継続

2,695

継続

継続

継続

同一業者ま
たは他業者
による継続

利用助成額の増額

配布回数を減らしたが内容
を充実させ読み応えのある
ものへ変更

307,180 継続
・検査項目や内容を吟味
・補助額の検討
・HP掲載内容の充実

平成27年度
実施計画の内容

指定実施機関
にて受検する方
法を継続

・検査項目や内容を吟味
・補助額の検討
・HP掲載内容の充実

・検査項目や内容を吟味
・補助額の検討
・HP掲載内容の充実

指定実施機関
にて受検する方
法を継続

指定実施機関
にて受検する方
法を継続

総合健康診断
（人間ドック）

事業名

・検査項目や内容を吟味
・補助額の検討
・HP掲載内容の充実

指定実施機関
にて受検する方
法を継続

31,840脳ドック 継続継続

継続継続

継続

継続

継続

継続

継続

継続

年間宿泊施設
利用助成

継続

助成額の検討利用促進3,000

9,838

-

2,493

7,080

1,080

継続
所属所の意
見を参考に
検討

助成額の検討利用促進

委託保養所
利用助成

10,200

保健事業の実施計画

21



平成28年度 平成29年度

実施計画
予算（千円）

平成27年度
実施計画の内容事業名

医科・歯科・調
剤レセプトの資
格、内容審査を
実施

年2回医療機関
の受診状況を
通知

7,660

50,940

夏季厚生施設
利用助成

年間厚生施設
利用助成

助成額の検討

利用促進

利用促進

継続

継続

所属所の意
見を参考に
検討

所属所の意
見を参考に
検討

保健衛生講習会 継続

継続
または
廃止

廃止も視野に入れ検討参加促進

助成額の検討

2,800

294

3,299

1,753地区別体育大会
継続
または
廃止

継続継続参加促進550

方法の変更
参加者増加を目標に回数、
時期、場所、テーマ等の検
討

廃止も視野に入れ検討

継続

審査方法を検討レセプト審査

医療費通知

健康ライフプラン
セミナー

健康増進セミナー

5,600

参加促進

参加促進

継続

継続

継続
または
廃止

継続

継続

継続

継続
または
廃止
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　医療費通知については年２回行い、組合員及び被扶養者が医療機関受診の事実

を確認することにより、組合員等の医療費に対する意識を啓発するとともに、医

療機関の過誤・不正請求防止に努めます。

⑤ 第三者加害および公務災害

④ レセプトの内容審査

費の適正化に努めます。

イ

療費の適正化に努めます。

所属所との協力体制

（３）

ア

関係機関との協働

①

この短期給付財政安定化計画（データヘルス計画）の推進にあたり、所属所

⑦ 被扶養者の資格審査

　被扶養者の資格確認を年１回行うほか、その要件等を共済ニュース・ホーム

ページにより周知徹底を図り、被扶養者の認定・喪失事務の適正化に努めます。

（２）医療費の適正化に向けた取組等

①

後発医薬品の使用促進

②

柔道整復施術療養費等については、療養費支給申請書の審査方法を検討し医

医療費通知

組合員への周知

ア

　レセプトの内容審査については専門知識を必要とすることから、引続き民間専

門業者に委託し、縦覧点検・紐付けによる内容審査を行い、医療費の適正化に努

めます。

に対し理解と協力を求め、計画に掲げた事業及び対策の効果的な実施を図って

まいります。

施するとともに、その通知内容、実施方法等を検討します。

新採用組合員にジェネリック医薬品お願いカードを配布し、ジェネリック医

薬品の普及に努めます。

ウ

　短期給付財政安定化計画（データヘルス計画）について、共済ニュース及び

ホームページにより周知し、自らの健康への取組み、意識作りを図ります。

ア

慢性疾患者に係るジェネリック医薬品差額通知（年２回配付）を継続して実

柔道整復・鍼灸の施術の適正な受診方法について周知を図るよう啓蒙活動の

強化に努めます。

イ

療養費の適正化

③

共済ニュースによるジェネリック医薬品の普及啓発と利用促進を図り、薬剤

　外傷性の傷病について、傷病原因調査を該当組合員に送付し、調査を実施しま

す。公務災害に係る傷病とあわせて、求償事務を徹底します。

⑥
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　平成２７年度に追加される「レセプト管理・分析システム」により、改めて当

組合の医療費や健診状況を把握し、本計画内容と整合性を図るため、取扱内容や

実施方法等について再検討を行うものです。

　また、第１期計画の最終年度において、計画に掲げた目的・目標の達成状況の

評価を行うことにより、事業の改善・修正をし、次期計画策定に反映させること

といたします。

５

イ

ウ

事業主健診のデータ不備等の解消及び被扶養者の健診済みデータの取り扱い

についての周知を図ってまいります。

人間ドック等の健診データの事業主（所属所）への配布を検討するとともに

評価・見直し

将来的にはデータ分析につなげ、医療費増嵩対策に資する啓蒙に努めます。

医療適正化等対策委員会

　短期給付事業と保健事業との効率的かつ円滑な運営とその改善を図るため、医

療費の増嵩対策等について調査研究を行い、組合会議員による委員会において検

証を行います。

②
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（別表）

成功・推進要因 課題及び阻害要因

特定健診
40歳以上75歳未満の組
合員及び被扶養者

受診者数18,569名　実施率70.5％
（平成25年度法定報告）

・通年実施・事業主との連携　　　　　　　　・
共済ニュース、ホームページでの周知

・被扶養者の受診率が低い
・所属所との連携

特定保健指導
40歳以上75歳未満の基
準該当者

実施者数 3,356名　実施率 4.4％
（平成25年度法定報告）

・上記に加えて
・保健指導案内チラシ、リーフレットの配布

・保健指導実施率が低い
・保健指導実施環境の整備

総合健康診断（人間ドック）
35歳以上の組合員及び
被扶養者

受検者数 14,203名
受検期間短縮による特定健診データの早
期回収

・助成額の適正化
・検査項目の見直し

脳ドック
35歳以上の組合員及び
被扶養者

受検者数　1,916名 特定健診等との同時実施
・助成額の適正化
・検査項目の見直し

婦人科検診
35歳以上の組合員及び
被扶養者

受検者数　2,604名 特定健診等との同時実施
・助成額の適正化
・検査項目の見直し

家族健康診断 35歳以上の被扶養者 受検者数    159名
受検期間短縮による特定健診データの早
期回収

・助成額の適正化
・検査項目の見直し

電話健康相談 組合員等 利用件数　  358件 携帯電話からの相談を無料化 利用件数の伸び悩み

心の相談ネットワーク 組合員等 利用件数    322件 携帯電話からの相談を無料化 利用件数の伸び悩み

健康冊子配布 組合員
年5回広報誌「共済ニュース」に
リーフレットを綴じ込み配布

配布回数の増加（4回→5回） 共済ニュース未配布所属所への周知方法

湯河原温泉ちとせ利用助成 組合員及びその家族
利用者数　宿泊 11,462名
休憩 12,476名

共済ニュース、ホームページでの周知 助成額の適正化

委託保養所利用助成 組合員及びその被扶養者 利用者数   　1,420名 共済ニュース、ホームページでの周知 助成額の適正化

年間宿泊施設利用助成 組合員及びその被扶養者 利用者数　   5,108名 共済ニュース、ホームページでの周知 助成額の適正化

年間厚生施設利用助成 組合員及びその家族 利用者数　124,552名 共済ニュース、ホームページでの周知 助成額の適正化

夏季厚生施設利用助成 組合員及びその家族 利用者数　 20,517名 共済ニュース、ホームページでの周知 助成額の適正化

地区別体育大会 組合員 参加者数   11,059名 所属所通知により周知
・参加者の偏り
・参加所属所の減少

【目的】脳疾患の早期発見
【概要】指定検診機関で実施

【目的】乳がんの早期発見
【概要】指定検診機関で実施

【目的】生活習慣病の予防
【概要】人間ドック、家族健診の検査項目に
包含して実施

【目的】保養と健康増進
【概要】湯河原温泉ちとせを利用する場合に
利用助成

【目的】保養と健康増進
【概要】指定保養所を利用する場合に利用助
成

対象者
評　価

実施状況（平成26年度）

【目的】保健衛生への意識向上を図る
【概要】健康に関するリーフレットの配布

【目的】疾病の予防、早期発見
【概要】指定検診機関で実施

【目的】医療費増嵩対策
【概要】電話でメンタルヘルスの相談をした場
合委託会社が回答

【目的】医療費増嵩対策
【概要】電話での健康相談した場合委託会社
が回答

【目的】生活習慣病の予防
【概要】委託医療機関と委託業者で実施

【目的】疾病の予防、早期発見
【概要】指定検診機関で実施

（２）　　各事業の状況

【目的】保養と健康増進
【概要】指定海の家等を利用する場合に利用
助成

【目的】健康増進
【概要】各ブロックにおいて体育大会を行った
場合に大会費用の一部を助成

【目的】保養と健康増進
【概要】指定宿泊施設を利用する場合に利用
助成

【目的】保養と健康増進
【概要】指定遊園施設等を利用する場合に利
用助成

事業名 事業の目的及び概要



成功・推進要因 課題及び阻害要因

健康増進活動助成金 組合員等 利用者数         95名 共済ニュースでの周知 平成27年度廃止

保健衛生講習会 組合員 受講者数         67名
・共済ニュース、ホームページでの周知（開
催、実施内容）
・新規事業「歯科健診」に絡めた講演内容

・受講者数の確保
・新たな講演内容の開発

健康増進セミナー 組合員及びその家族 受講者数       103名
共済ニュース、ホームページでの周知（開
催、実施内容）

・新たなセミナー内容の開発

健康ライフプランセミナー 組合員及びその被扶養者 受講者数         24名
共済ニュース、ホームページでの周知（開
催、実施内容）

・受講者数の確保
・新たなセミナー内容の開発

医療費通知 組合員及びその被扶養者 配布枚数　　80,598枚 共済ニュースでの周知 通知枚数が多い組合員への対応

レセプト審査 組合員及びその被扶養者 実績件数　　2,053件 医療機関への牽制 査定額の減少
【目的】医療費増嵩対策
【概要】医療機関に対し牽制・抑止力を与え
るためレセプトの資格審査、内容点検を実施

【目的】健康増進
【概要】健康増進のための普及・啓発活動を
する場合に費用の一部を助成

【目的】医療費増嵩対策
【概要】医療機関の受診状況を通知

【目的】経済設計や健康増進を図る
【概要】セミナーを開催

【目的】職場における保健衛生の普及を図る
【概要】関係職員を集め講習会を開催

評　価
事業名 事業の目的及び概要 対象者 実施状況（平成26年度）

【目的】健康衛生への意識向上を図る
【概要】セミナーを複数回開催


